
令和６年度 第２回 

滋賀県地域医療対策協議会 次第 

         日 時：令和６年１２月２６日（木）１０時～１２時 

                 場 所：滋賀県危機管理センター２階 災害対策室５・６ 

（Ｗｅｂ併用開催） 

 

 

１ あいさつ   

 

２ 議 事   

（１）自治医科大学卒業医師キャリア形成プログラムの策定について 

（２）医学生修学資金の貸与年次の拡大について（報告） 

（３）医師臨床研修マッチング結果について（報告） 

（４）奨学金等被貸与医師の知事が指定する勤務先医療機関（案）について 

（５）その他 

 

 

 

 

 

 

 



委員任期：令和５年９月１日～令和７年８月３１日 (敬称略）

区　分 機関・団体、役職等 氏名 出欠 備考

1 ①特定機能病院
国立大学法人滋賀医科大学医学部附属病院　院
長

田中　俊宏 出席（来場） 副会長

2 地方独立行政法人公立甲賀病院　理事長・院長 辻川　知之 出席（Zoom）

3 長浜赤十字病院　院長 楠井　隆 出席（Zoom）

4 ⑦社会医療法人
社会医療法人誠光会淡海医療センター　理事
長・院長

北野　博也 出席（来場）

5 ⑧民間病院
公益社団法人滋賀県私立病院協会　会長
（医療法人弘英会琵琶湖大橋病院　理事長・院
長）

小椋　英司 出席（来場）

6
⑨診療に関する学識経験者の
団体

一般社団法人滋賀県医師会　会長 髙橋　健太郎 欠席

7 国立大学法人滋賀医科大学　学長 上本　伸二 出席（来場）

8 国立大学法人京都大学医学部附属病院　院長 髙折　晃史 出席（Zoom）

9
京都府公立大学法人京都府立医科大学附属病院
院長

佐和　貞治 出席（Zoom）

10 ⑪地域の医療関係団体
一般社団法人滋賀県病院協会　会長
（社会福祉法人恩賜財団済生会滋賀県病院  院
長）

三木　恒治 出席（来場） 会長

11
滋賀県在宅医療等推進協議会　委員
（滋賀県訪問看護ステーション連絡協議会　会
長）

駒井　和子 出席（Zoom）

12
公益社団法人日本精神科病院協会滋賀県支部
支部長（医療法人明和会琵琶湖病院　理事長・
院長）

石田　展弥 出席（Zoom）

13 滋賀県市長会（甲賀市長） 岩永　裕貴 欠席

14 滋賀県町村会（日野町長） 堀江　和博 欠席

15 ⑬地域住民を代表する団体 滋賀県地域女性団体連合会　常任理事 山　和美 出席（Zoom）

16 滋賀子育てネットワーク　代表 鹿田　由香 欠席

17 　 その他知事が認める者
滋賀医科大学  地域医療教育研究拠点　准教授
（（独）地域医療機能推進機構滋賀病院　乳腺
外科・乳腺センター部長）

梅田　朋子 出席（来場）

18 彦根市立病院　小児科　主任部長 西島　節子 出席（Zoom）

19
一般社団法人滋賀県医師会　理事
（きづきクリニック　院長）

木築　野百合 欠席

20 大津市保健所　所長 中村　由紀子 出席（Zoom）

21
医療法人滋賀家庭医療学センター　弓削メディ
カルクリニック　理事長

雨森　正記 出席（来場）

22
滋賀県医師キャリアサポートセンター　専任医
師

佐藤　知実 出席（来場）

23 県職員 滋賀県主席参事（統括保健師） 宇野　千賀子 出席（来場）

※①～⑬は、医療法で定められた協議会構成員の区分

②（独）国立病院機構
③（独）地域医療機能推進機
構
④地域医療支援病院
⑤公的医療機関
⑥臨床研修病院

⑩大学その他の医療従事者の
養成に関係する機関

⑫関係市町

滋賀県地域医療対策協議会　委員名簿



報
道
席

傍
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配　席　図

上本伸二
委員

佐藤知実
委員

宇野千賀子
委員

田中俊宏
委員

三木恒治
会長

小椋英司
委員

梅田朋子
委員

北野博也
委員

雨森正記
委員

関係職員（医療政策課）

《事務局》

健康医療福祉部 健康医療福祉部 健康医療福祉部

切手次長 山田部長 奥山次長

以下の委員は、オンラインで出席

・楠井隆委員 ・ ・髙折晃史委員

・佐和貞治委員 ・駒井和子委員 ・石田展弥委員

・山 和美委員 ・西島節子委員 ・中村由紀子委員



健康医療福祉部医療政策課

自治医科大学卒業医師キャリア形成プログラム
の策定について

令 和 ６ 年 度 第 ２ 回
滋 賀 県 地 域 医 療 対 策 協 議 会

資料1-1

令和６年（2024年）12月26日（木）
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キャリア形成プログラム策定の目的

キャリア形成プログラムとは

医療法および医師法の一部を改正する法律（平成30年法律第79号）により、医療法（昭
和23年法律第205号）第30条の23第２項第１号に規定された、医師の確保を特に図るべき
区域における医師の確保に資するとともに、医師の確保を特に図るべき区域に派遣される
医師の能力開発および向上を図ることを目的として、都道府県が策定する計画をいう。

県は、大学や臨床研修・専門研修責任者等とともに、キャリア形成プログラムの適用を受ける医師（以下「対象医
師」という。）の地域医療に従事する意識を涵養し、対象医師の意見を聴取した上で、養成課程や研修課程等を支援す
る計画を検討することとし、地域医療対策協議会において協議の調った事項に基づき、キャリア形成プログラムを策定
するものとする。

自治医科大学卒業医師 地域枠医師

対 象
令和元年度以降に自治医科大学に入学した者

（現６年生）

平成30年度以降に奨学金・修学資金の貸与を
開始した者

適用期間 原則９年間 ９年間or６年間

策定状況 未策定 策定済み（R7.3改定予定）

・県は、対象医師の同意を得て、キャリア形成プログラムを適用する。
・対象医師は、義務を満了するよう真摯に努力する。

自治医科大学卒業医師を対象としたキャリア形成プログラムを策定する必要がある。
2

医師不足・地域偏在是正

医師の能力開発・向上

＆
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自治医科大学の概要

５ 卒業後
⇒ 出身都道府県の公務員（医師）として地域医療に９年間従事

１ 設立
⇒ 医療に恵まれない地域に自ら進んで貢献する医師を養成することを目的

として全国の都道府県の共同により設立（栃木県下野市）

２ 学費
⇒ 入学金・授業料が実質不要（条件を満たすと全額免除となる修学資金を貸与）

３ 他大学と異なる特徴
⇒ 各都道府県から総合医を目指す学生２～３名が入学（入学定員123名（令和６年度））

４ 国試合格率
⇒ 全国第１位（100％（2024年））（直近12年間で11回の合格率全国第１位）

自治医科大学医学部のミッション（使命）

「医療の谷間に灯をともす」

1. 医の倫理に徹し、医師としてのプロフェッショナリズムと豊かな人間性をもった人格の形成に力を注ぐ。
2. 高度な医学知識と実践的な研究能力を涵養し、常に進歩しつづける医学の様々な分野に対応できる総合的な

臨床能力を備えた医師を育てる。
3. 医療にめぐまれない地域で進んで医療に挺身し、地域のリーダーとして必要な教養と資質を備え、社会の進

歩に貢献する気概を持った医師を育てる。

※参考：自治医科大学医学部案内パンフレット



自治医科大学卒業医師キャリア形成プログラム策定 スケジュール

事務局にて「自治医科大学卒業医師キャリア形成プログラム（原案）」を作成

令和６年10月30日～11月22日

原案に対する意見照会（自治医科大学卒業医師、在学生など）

→８件の意見あり（４～６頁）
→意見を踏まえ、事務局にて自治医科大学卒業医師キャリア形成プログラム（案）
（資料1-2）を作成

令和６年12月26日（木）

滋賀県地域医療対策協議会にて「自治医科大学卒業医師キャリア形成プログラム（案）」
を提示・協議

令和７年１月以降

・自治医科大学卒業医師キャリア形成プログラムの策定
・在学生への説明、同意書の徴取
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提出された意見とそれらに対する本県の考え方①

NO 頁 意見の概要 本県の考え方

1 2 甲賀医療圏には無医地区が２箇所あり、医師数も他圏域に比
べると少ないが、臨床研修修了後の派遣先として公立甲賀病
院が含まれていない。
同病院はへき地拠点病院として指定されていないが、甲賀圏
域で内科等の研修ができる唯一の病院であり、地域の中核を
担っていることから、内科や総合診療の研修を勧める方針で
あれば、派遣先として検討いただきたい。

公立甲賀病院は地方独立行政法人であることから表中に含め
ておりませんでしたが、公立病院であることに変わりはない
ため、ご意見のとおり、同病院を表に含めることとします。

2 2 臨床研修修了後の派遣先について、長浜赤十字病院も含める
べきではないか。
同病院は湖北の医療を担う中核病院であり、地域医療で多彩
な症例に対応できるように研修を積むためには、症例数の多
い三次救急も派遣先として考慮いただきたい。
直近の自治医大の義務年内の派遣先では、長浜赤十字病院に
も派遣の前例もある。（市立長浜よりも派遣されている。）
市立長浜病院の医師が減っているのであれば、自治医大生で
補充するのではなく、日赤・市立長浜病院間での調整を検討
してほしい。

対象医師の意向等を踏まえ、義務年限内に長浜赤十字病院へ
派遣するケースもありますが、基本的には公立病院への従事
を優先するため、公的病院である長浜赤十字病院は表中に含
めないこととします。

第２章 基本的事項
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提出された意見とそれらに対する本県の考え方②

NO 頁 意見の概要 本県の考え方

3 3 義務年限内で、原則半分以上はへき地での診療をするという
暗黙の了解があったが、今後はその限りではないということ
か、明記されたい。

義務年限期間の２分の１の期間を知事が指定するへき地等の
指定公立病院等で勤務することは、暗黙の了解ではなく、自
治医科大学医学部修学資金貸与規程第７条に規定されていま
す。（※）
そのため、本プログラムについては、当該規定に基づき運用
してまいります。

4 3 「なるべく希望を聞くが、希望に添えないこともある」との
記載がいくつか見られる。全体的にくどい印象を受けるため、
冒頭での記載にとどめて、文章を減らしてはどうか。

ご指摘を踏まえ、修正しました。

5 3 現状、湖北病院や信楽中央病院の勤務は内科専門医のプログ
ラムに乗れない。内科と総合診療科別々でのキャリアコース
を提示されたい。

地域医療に従事しながら内科の専門研修を履修することが現
実的に困難であるため、内科のキャリアコースを削除し、３
年目から専門研修の履修が可能である診療科を総合診療のみ
としました。

第３章 義務年限中の勤務

（※）自治医科大学医学部修学資金貸与規程
第７条 学校法人は、修学生が次の各号の一に該当するに至ったときは、修学資金の返還の債務を免除するものとする。
（１）大学を卒業した後、直ちに、学校法人が修学生の第１次試験地の属する都道府県の知事の意見を聴いて指定する
公立病院等（以下「指定公立病院等」という。）に勤務し、かつ、引き続いて医師として勤務した期間が、修学資金を
受けた期間の２分の３に相当する期間に達したとき（その勤務期間の２分の１の期間は、知事が指定するへき地等の指
定公立病院等に勤務するものとする。）
（２）以下略



提出された意見とそれらに対する本県の考え方③

NO 頁 意見の概要 本県の考え方

6 3 卒後３～５年と６年目以降で分けて記載している理由がわか
らない。専門医取得前・後で分けているのなら、下記のよう
に、内科・総診とそうではない場合とで分けて記載するのは
どうか。
（２）卒後３～５年
内科・総診は優先して専門医が取れるように配慮。
その他の専門科を希望する場合は、地域医療に従事すること
を優先。
（３）６年目以降
内科・総診は引き続き地域医療に従事。その他の科は可能な
範囲で専門科に行けるように配慮するが、義務年限中に専門
医の資格を取得できない場合がある。
内科・総診でも義務年限中に内科専門医・総合診療専門医が
取れるとは限らないとの文言をいれるのであれば、卒後の期
間を分けて記載しない方がよい。

ご指摘を踏まえ、記載を修正しました。

7 4 コースモデル２の「内科・総合診療」が、後期研修を指して
いるのか、プログラムには乗らない期間での地域医療を指し
ているのかが分かりにくい。
「専門研修」を「後期研修」に、「内科・総合診療」を「地
域医療」や「一般内科」に修正した方がわかりやすいのでは
ないか。

ご指摘を踏まえ、記載を修正しました。
一方で「後期研修」については、新専門医制度導入以後「専
門研修」として一般的に呼称されていることから、本プログ
ラムにおいては「専門研修」と記載することとします。

8 4 コースモデル２では卒後３年～９年の間、専門研修と記載さ
れているが、内科の場合はサブスペシャリティまで取得でき
ると解釈してしまう。（内科の基本領域は通常３年で取得で
きる。後期研修終了後も、専門的な研修（循環器内科でカ
テーテル治療ができる病院での研修など）ができるように受
け取れてしまう。）
３～５年：後期研修、６年目以降：地域医療と分けて書いた
方が分かりやすいと思う。

ご指摘を踏まえ、内科を対象としたコースモデルを削除しま
した。
また、コースモデル２（総合診療専門医取得型）では３年目
から専門研修の履修を可とするため、３～９年目までを「地
域医療に従事しつつ、専門研修を履修」と記載しました。

第３章 義務年限中の勤務
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